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税務訴訟資料 第２６６号－６９（順号１２８４７） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（稚内税務署長事務承継者札幌南税務署長） 

平成２８年４月２１日原判決取消・認容・上告受理申立て 

（第一審・東京地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２７年５月１４日判決、本資料２

６５号－８２・順号１２６６５） 

判 決 

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 

主 文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 稚内税務署長が平成２３年３月１４日付けで控訴人に対してした次の各処分をいずれも取り消

す。 

（１）控訴人の平成１７年分の所得税に係る更正のうち総所得金額２１１８万２１５０円、納付

すべき税額４５６万５４００円を超える部分及び同更正に係る無申告加算税の賦課決定 

（２）控訴人の平成１８年分の所得税に係る更正のうち総所得金額６２１１万６４００円、納付

すべき税額１９７２万８４００円を超える部分及び同更正に係る無申告加算税の賦課決定 

（３）控訴人の平成１９年分の所得税に係る更正のうち総所得金額１億２５０９万３８００円、

納付すべき税額４６６３万２３００円を超える部分及び同更正に係る無申告加算税の賦課決

定 

（４）控訴人の平成２０年分の所得税に係る更正のうち総所得金額１億０９２１万７９８０円、

納付すべき税額４０２１万０１００円を超える部分及び同更正に係る無申告加算税の賦課決

定 

（５）控訴人の平成２１年分の所得税に係る更正のうち総所得金額２億１１８８万７８５０円、

納付すべき税額８１２５万０１００円を超える部分及び同更正に係る無申告加算税の賦課決

定 

３ 稚内税務署長が平成２３年３月３０日付けで控訴人に対してした控訴人の平成２２年分の所得

税に係る更正のうち総所得金額５９４９万７７００円、納付すべき税額２０２９万３６００円を

超える部分及び過少申告加算税の賦課決定をいずれも取り消す。 

４ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

 主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、競馬の勝馬投票券（以下「馬券」という。）の的中による払戻金に係る所得を得てい

た控訴人が、平成１７年から平成２１年までの各年分の所得税に係る申告期限後の確定申告及

び平成２２年分の所得税に係る申告期限内の確定申告をし、その際、上記各年において控訴人
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が得た馬券の的中による払戻金に係る所得（以下「本件競馬所得」という。）は雑所得に該当し、

外れ馬券の購入代金は必要経費として雑所得に係る総収入金額から控除することができるとし

て、総所得金額及び納付すべき税額を計算していたところ、所轄の稚内税務署長から、本件競

馬所得は一時所得に該当し、外れ馬券の購入代金を一時所得に係る総収入金額から控除するこ

とはできないとして、上記各年分の所得税に係る更正（以下「本件各更正処分」という。）及び

同各更正に係る無申告加算税ないし過少申告加算税の賦課決定（以下「本件各賦課決定処分」

という。）を受けたことから、これらの各処分（本件各更正処分については総所得金額及び納付

すべき税額が確定申告額を超える部分）の取消しを求めた事案である。 

 原審は、本件競馬所得は一時所得に該当し、外れ馬券の購入代金を一時所得に係る総収入金

額から控除することはできず、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分はいずれも適法である

として、控訴人の請求をいずれも棄却した。 

 そこで、控訴人がこれを不服として控訴した。 

２ 関係法令の定め、前提事実、争点及び当事者の主張 

 次のとおり補正するほか、原判決の「事実及び理由」の第２の１から４まで、原判決別紙１

から４まで及び原判決別表１－１から２－６までに記載のとおりであるから、これを引用する。 

（１）４頁１行目の「１条１項、２項」を「１条の２第１項、２項」に、同頁７行目の「１条５

項」を「１条の２第５項」に改め、同頁１８行目の「１月５日から同月７日までの日」の次

に「（平成２７年農林水産省令第７３号による競馬法施行規則２条２項の改正により１２月２

８日がこれに加わった。）」を加え、同頁２３行目の「９条１項」を「１３条１項」に改める。 

（２）９頁８行目の「農林水産大臣が定める率」に次に「（平成２５年農林水産省告示第２９６０

号によれば、１００分の８０）」を加える。 

（３）１３頁１２行目の「裁判所時報１６２３号５２頁」を「刑集６９巻２号４３４頁」に、同

頁１３行目の「公知の事実」を「甲１７、甲２１」に改める。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所は、本件競馬所得は雑所得に該当し、外れ馬券の購入代金は必要経費として雑所得

に係る総収入金額から控除することができるものであり、本件各更正処分のうち総所得金額及

び納付すべき税額が確定申告額を超える部分並びに本件各賦課決定処分はいずれも違法な処分

として取消しを免れないから、控訴人の請求はいずれも認容すべきものと判断する。その理由

は、以下のとおりである。 

２ 本件競馬所得の所得区分について 

（１）所得税法３４条１項は、一時所得について、「一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産

所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目

的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の

対価としての性質を有しないものをいう。」と規定し、同法３５条１項は、雑所得について、

「雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所

得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。」と規定している。本件競馬

所得が、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び

譲渡所得以外の所得であることは当事者間に争いがない。したがって、本件競馬所得が、同

法３４条１項にいう「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に該当するのであれば、

一時所得ではなく雑所得に区分されるものと解される。 
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 そして、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」であるか否かは、文理に照らし、

行為の期間、回数、頻度その他の態様、利益発生の規模、期間その他の状況等の事情を総合

考慮して判断するのが相当であり、馬券の的中による払戻金に係る所得の本来的な性質が一

時的、偶発的な所得であるとの一事から「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」に

は当たらないと解釈すべきではないものと解される（別件最高裁判決参照）。 

（２）前記引用の前提事実及び証拠（甲１８～甲２０）によれば、本件の事実関係の概要は次の

とおりと認められる。 

 控訴人は、自宅のパソコン、携帯電話等を用いたインターネットを介しての馬券の購入が

可能で購入代金及び的中馬券の払戻金の決済を銀行口座で行うことができるというＪＲＡが

提供するサービス（Ａ－ＰＡＴ）を利用し、平成１７年から平成２２年までの６年間にわた

り、各節に開催される中央競馬のレースについて、各節当たりおおむね数百万円から数千万

円、１年当たり３億円から２１億円程度の馬券を購入し続けていた。ＪＲＡに記録が残る平

成２１年の１年間においては、控訴人は、同年中に開催された中央競馬の全レース３４５３

レースのうち２４４５レース（全レースの７１％）で馬券を購入し、そのうちの的中したレ

ースでは、平均して２～３種類の勝馬投票法に係る馬券を的中させていた。このような馬券

の購入により、控訴人は、平成１７年に約１８００万円、平成１８年に約５８００万円、平

成１９年に約１億２０００万円、平成２０年に約１億円、平成２１年に約２億円、平成２２

年に約５５００万円の利益（的中馬券の払戻金の合計額が外れ馬券を含む全ての有効馬券の

購入代金の合計額を上回る額）を上げており、いずれの年の回収率（外れ馬券を含む全ての

有効馬券の購入代金の合計額に対する的中馬券の払戻金の合計額の比率）も１００％を超え

ていた。 

（３）控訴人の陳述書（甲４、甲１８）によれば、控訴人の馬券購入方法の概要は次のとおりで

ある。 

 ＪＲＡに登録された全ての競走馬の特徴（潜在能力、距離適性、馬場適性、競馬場適性、

道悪の巧拙、器用さ、性格、癖等）、騎手の特徴（馬を動かす技術、馬を制御する技術、コー

ス取りの技術、位置取りのセンス、ゲートを出す技術、勝負強さ、冷静さ、集中力、手抜き

の頻度等）、競馬場のコースごとのレース傾向等に関する情報を継続的に収集、蓄積する。そ

して、その情報を自ら分析して評価し、レースごとに、①馬の能力、②騎手（技術）、③コー

ス適性、④枠順（ゲート番号）、⑤馬場状態への適性、⑥レース展開、⑦これらの補正、⑧そ

の日の馬のコンディション等の考慮要素について各競走馬を評価、比較することにより、レ

ースの着順を予想する。その上で、予想の確度の高低と予想が的中した際の配当金額（オッ

ズ）の大小との組合せにより自ら定めた購入パターン（Ａ～Ｄの４つの基本パターンと、更

に基本パターンＡを細分化した９つの詳細パターン、基本パターンＢを細分化した３つの詳

細パターンがあり、基本パターンＤは馬券の購入を諦めるというもの）に従い、当該レース

における馬券の購入金額、購入する馬券の種類及び割合等を決定する。馬券購入の回数及び

頻度は、運による影響を減殺するために、年間を通じてほぼ全てのレースで馬券を購入する

ことを目標とし、上記の購入パターンを適宜併用することで、年間トータルでの収支がプラ

スになるように工夫する。 

（４）前記前提事実のとおり、中央競馬における馬券の的中による払戻金は、勝馬投票法の種類

ごとに、勝馬投票の的中者に対し、重勝式勝馬投票法において加算金がある場合（いわゆる
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キャリーオーバー）を除いて、その競走についての馬券の売得金の総額よりも少ない金額の

払戻対象総額を、当該勝馬に対する各馬券（的中馬券）に按分して交付するものである（こ

の点は、平成１７年ないし平成２２年当時の競馬法の下においても、同様である。）。したが

って、勝馬投票法の種類ごとの各馬若しくは枠番号又はこれらの組合せのそれぞれの得票率

（人気）が当該馬等が勝馬になる確率に等しいと仮定すると、各馬券の購入代金に対する払

戻金の期待値の比率（以下「期待回収率」という。）は、その競走についての馬券の売得金の

総額に対する払戻対象総額の比率（以下「払戻率」という。）と等しくなり、その値は１００％

より小さい値となる。例えば、あるレースの単勝式勝馬投票法の払戻率が８０％であり、同

投票法によるある馬の得票率が２０％であったとすると、その馬の馬券の購入代金に対する

当該馬券が的中した時の払戻金の比率（いわゆるオッズ）は４００％（４倍。１００×０．

８÷０．２）となるが、当該馬が勝馬となる確率を得票率と同じ２０％と仮定すると、当該

馬券の期待回収率は８０％（４００×０．２）となり払戻率と等しくなる。 

 しかしながら、実際のレースにおいては、ある馬等の得票率とその馬等が勝馬になる真の

確率とが乖離するために、期待回収率が１００％を超える馬券が存在し得るものと解される。

例えば、上記の例で、当該馬が勝馬となる真の確率が３０％であったとすると、当該馬券の

オッズは４００％（４倍）のままであるが、期待回収率は１２０％（４００×０．３）とな

り１００％を超えることになる。そして、仮に、十分に多数のレースにおいて、期待回収率

が１００％を超える馬券を選別することができ、これを購入し続けることができれば、現実

の回収率も１００％を超える値に収束し、恒常的に利益を得ることができるようになる可能

性が高まるものと解される。 

 これに対し、全く無作為に又は期待回収率が１００％を超える馬券を十分に選別できない

ままに馬券を購入し続けたとしても、現実の回収率が収束する値は１００％に満たない払戻

率に近い値にとどまり、恒常的に利益を得ることはできないものと解される。 

（５）これを本件についてみると、前記（２）のとおり、控訴人は、平成１７年から平成２２年

までの６年間にわたり、多数の中央競馬のレースにおいて、各レースごとに単一又は複数の

種類の馬券を購入し続けていたにもかかわらず、上記各年における回収率がいずれも１０

０％を超え、多額の利益を恒常的に得ていたことが認められるのであり、この事実は、控訴

人において、期待回収率が１００％を超える馬券を有効に選別し得る何らかのノウハウを有

していたことを推認させるものである。そして、このような観点からすれば、控訴人が具体

的な馬券の購入を裏付ける資料を保存していないため、具体的な購入馬券を特定することは

できないものの、馬券の購入方法に関する前記（３）のとおりの控訴人の陳述をにわかに排

斥することは困難であり、控訴人は、おおむね前記（３）のとおりの方法により、その有す

るノウハウを駆使し、十分に多数のレースにおいて期待回収率が１００％を超える馬券の選

別に成功したことにより、上記のとおり多額の利益を恒常的に得ることができたものと認め

られる。 

 以上を要するに、控訴人は、期待回収率が１００％を超える馬券を有効に選別し得る独自

のノウハウに基づいて長期間にわたり多数回かつ頻繁に当該選別に係る馬券の網羅的な購入

をして１００％を超える回収率を実現することにより多額の利益を恒常的に上げていたもの

であり、このような一連の馬券の購入は一体の経済活動の実態を有するということができる。

なお、別件最高裁判決に係る別件当事者による馬券の購入状況等は、原判決２３頁６行目か
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ら２６頁１行目までに記載のとおり（ただし、原判決２３頁１２行目の「原告」を「別件当

事者」に改める。）と認められるが、これによれば、別件当事者が馬券を自動的に購入するソ

フトを使用する際に用いた独自の条件設定と計算式も、期待回収率が１００％を超える馬券

を有効に選別し得る独自のノウハウといい得るものであり、控訴人と別件当事者の馬券の購

入方法に本質的な違いはないものと認められる。 

 したがって、本件競馬所得は、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」として、一

時所得ではなく雑所得に該当するというべきである。 

３ 本件競馬所得に係る所得の金額の計算上控除すべき馬券の購入代金の範囲について 

 雑所得については、所得税法３７条１項の必要経費に当たる費用は、同法３５条２項２号に

より、雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から控除される。本件におい

ては、控訴人の馬券の購入の実態は、前記のとおりの大量的かつ網羅的な購入であって、個々

の馬券の購入に分解して観察すべきものではなく、外れ馬券を含む一連の馬券の購入が一体の

経済活動の実態を有するのであるから、的中馬券の購入代金の費用のみならず、外れ馬券を含

む全ての馬券の購入代金の費用が、的中馬券の払戻金という収入に対応するものとして、同法

３７条１項の必要経費に当たると解するのが相当である（別件最高裁判決参照）。 

 したがって、雑所得に該当する本件競馬所得に係る所得の金額の計算においては、その総収

入金額から外れ馬券を含む全ての馬券の購入代金を必要経費として控除することができるとい

うべきである。 

４ 本件各処分の適法性について 

 以上によれば、本件競馬所得が一時所得に該当し、その総収入金額から外れ馬券の購入代金

を控除することができないとする被控訴人の主張は理由がなく、控訴人の確定申告額を超える

総所得金額及び納付すべき税額についての証明がないことに帰するから、本件各更正処分のう

ち総所得金額及び納付すべき税額が確定申告額を超える部分並びに本件各賦課決定処分は、い

ずれも違法な処分として取消しを免れない。 

５ よって、原判決を取り消し、控訴人の請求をいずれも認容することとして、主文のとおり判

決する。 

 

東京高等裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 菊池 洋一 

   裁判官 古田 孝夫 

   裁判官 工藤 正 
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（別紙） 

当事者目録 

 

控訴人 甲 

同訴訟代理人弁護士 坂口 唯彦 

 門馬 明子 

 阿部 迅生 

 岸田 洋輔 

 縄野 歩 

 綱森 史泰 

同補佐人税理士 川股 修二 

 斯波 悦久 

 加藤 知子 

 近藤 憲昭 

被控訴人 国 

同代表者法務大臣 岩城 光英 

処分行政庁 稚内税務署長事務承継者 

 札幌南税務署長 坂 信明 

同指定代理人 野田谷 大地 

 増永 寛仁 

 早川 治 

 山之内 誠二 

 佐藤 誠一 

 阪本 智也 

 野口 一郎 

以上 


